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主な変更点 

 

更点は以下の通りです。 

画面名 区分 対象施設 変更内容 

単価マスタ 変更 全施設 処遇改善等加算（区分１～３）の制度変更 

単価マスタ 変更 保育所、認定こども園 職員配置加算の制度変更 

単価マスタ 変更 小規模保育事業 A・B型 障害児保育加算の細分化 

単価マスタ 変更 幼稚園、認定こども園 外部監査費加算の機能改修 

メインメニュー 変更 全施設 システム内の項目名称変更 

メインメニュー 変更 全施設 Kintone対応前の過誤データ作成方法の変更 

 

 処遇改善等加算（区分１～３）の制度変更 初期設定メニュー ⇒ 単価マスタ 

 

○ 処遇改善等加算（区分１～３）の制度変更について  

対象施設：全施設 

令和７年度の公定価格制度改正に対応しました。これまで処遇改善等加算Ⅰ・Ⅱの申請に使用していた項目の名称を変更、 

処遇改善等加算（区分１・２）及び処遇改善等加算（区分３）としての請求が可能となりました。 

 

注意点 処遇改善等加算（区分１～３）の制度変更について  

処遇改善等加算（区分１～３）の制度変更に対しての過誤対応は横浜市側で対応いただけている内容です。 

詳しい内容に関しては横浜市へお問い合わせください。 

〇単価マスタ 

処遇改善等加算（区分１・２） 

 

 

補足 処遇改善等加算（区分１・２）の表記について 

処遇改善加算率(基礎分)(賃金改善要件分)の表記ですが、赤枠内の項目が 

今回の処遇改善等加算（区分１・２）になります。 
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▼令和 6年度までの処遇改善等加算Ⅱ             ▼令和 7年度からの処遇改善等加算(区分 3) 

 

 

 職員配置加算の制度変更 初期設定メニュー ⇒ 単価マスタ 

 

○ 職員配置加算の制度変更について  

対象施設：保育所、認定こども園 

横浜市助成である、職員配置加算の１歳児単価を１歳児配置改善加算の取得有無に応じて細分化しています。 

今回、改修までの間、１歳児配置改善加算の適用有無に関わらず同じ単価で横浜市側が支払いをしていたため、 

１歳児配置改善加算取得施設においては今後清算が発生する予定です。 

また、処遇改善等加算の制度改正を受け加算率(c)相当分を新たに加算します。単価は以下のとおりです。 

加算率(c)相当分として、令和７年度に廃止された処遇改善等加算Ⅲ相当分をアップデートまでの間、 

職員配置加算の単価に加算していました。加算率(c)のリリースに伴い、処遇改善等加算Ⅲ相当分は廃止しております。 

 

〇職員配置加算単価 

クラス年齢 
配置加算 

基礎分 

処遇改善等加算

(区分１・２)分 

加算率(ｃ)相当分 

加算率(ｃ)(R7～改正) 処遇Ⅲ分(R6で廃止) 

１歳児 

※１歳児配置改善加算なし 
44,100円 440円×加算率 

公定価格の１歳児配置改

善加算の加算率(c)に準じる 

900円 
１歳児 

※１歳児配置改善加算あり 
26,450円 270円×加算率 

２歳児 17,600円 180円×加算率 300円 

４・５歳児 

※チーム保育推進（加配）

加算取得の場合 

4,410円 40円×加算率 
公定価格の４歳以上児配

置改善加算の加算率(c)に

準じる 

300円 

４・５歳児 

※４歳以上児配置改善加

算取得の場合 

880円 10円×加算率 20円 

 

補足 職員配置加算の制度変更後の計算例 

処遇改善等加算の加算率(区分１・２分)（a+b）が 10％の施設に在籍する 2歳児の場合 

17,600円+180円×（10 + 2.6）＝ 17,600円+2,268円 ＝19,868円 ≒ 19,800円 

・加算率(a+b) 処遇改善等加算率(基礎分+賃金改善要件分)の数値 

・加算率（c）  公定価格表に記載している加算率（c） の数値  



3 
 

 

 

 障害児保育加算の細分化 初期設定メニュー ⇒ 児童マスタ 

 

○ 障害児保育加算の細分化について  

対象施設：小規模保育事業 A・B型 

令和７年度の公定価格制度改正に伴い、１歳児配置改善加算の取得有無により 

１歳児の障害児保育加算の適用単価が細分化されることに対応しました。 

 

 計算式 

R6年度まで 単価 + 処遇改善単価 × （ 加算率 + 賃金改善要件分 ) × 100 

R7年度から 単価 + 処遇改善単価 × （（ 加算率(a) + 加算率(b) ) × 100 + 加算率(c) ） 

 

 外部監査費加算の機能改修 初期設定メニュー ⇒ 児童マスタ 

 

○ 外部監査費加算の機能改修について  

対象施設：幼稚園、認定こども園認定こども園（保育認定のみ） 

月途中入所児童には外部監査費加算が適用されないように機能改修しました。 

 

 システム内の項目名称変更 メインメニュー 

 

○ システム内の項目名称変更について  

  システム内の項目を一部名称変更しています。 

 

変更前 変更後 

時間実績取込 延長保育利用実績取込 

時間実績入力 延長保育利用実績入力 

請求データ送信 請求データ出力 

 

 

 

補足 システム内の項目名称変更について  

「時間実績取込」「時間実績入力」の名称を変更していますが、機能変更はしておりません。 

バージョンアップ前の手順と同様にお使いいただけます。 
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kintone対応版前の過誤請求方法について 

 

 Kintone対応前の過誤データ作成方法の変更点  

 

令和 7年 3月通常フローより、給付費システムからの請求明細データの送信ができなくなっています。 

それに伴い、今まで作成していた請求明細データ（CSV）を送信ではなく出力する方式に変更し、 

作成されたファイルを、横浜市が作成したWEB上の「横浜市電子申請システム」を使用して送付します。 

 

○過誤送信変更 

地域型給付施設（小規模保育事業ＡＢ型など） ：令和７年 10月分以前の請求データが対象 

施設型給付施設（保育所・認定こども園・幼稚園） ：令和７年 12月分以前の請求データが対象 

 

 Kintone対応前の過誤データ出力までの流れ メインメニュー ⇒ 請求データ出力 

 

基本的な操作の流れに大きな変更はありません。（今までの過誤請求方法と概ね同じ操作です。） 

○Kintone対応前の過誤データ作成から送信までの流れ 

1. 過誤請求内容をご確認し、児童マスタ、単価マスタ、延長時間など、必要な各種マスタ情報を修正 

2. 「メインメニュー⇒エラー・過誤選択」より処理年月を指定し、作成 

3. 作成した年月の過誤申立書を印刷し、横浜市に送付 

4. 過誤データ送信時期に作成した過誤データを出力し、「横浜市電子申請システム」を使用して送付 

 

 今回の改修では 4. 過誤データ送信時期に作成した過誤データを出力し、 

Web上の「横浜市電子申請システム」を使用して送付する部分を変更しています。 

 

 新しい過誤データ出力方法 メインメニュー ⇒ 請求データ出力 

 

作成した過誤データを出力し、「横浜市電子申請システム」を使用して送付します。 

今回は令和 7年４月分の過誤データを送付する方法を記載します。 

 

1.  メインメニュー ⇒ 請求データ出力をクリックします。 
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2.  ［処理年月］に和暦の場合［07-04］ 西暦の場合「2025-04」と入力し  Enter キーを押下します。 

3.   請求データ選択  に請求データが表示されますので、送信したい月分を選択✅します。 

4.   確定  をクリックします。 

 

5.  「出力データを確定します。よろしいですか？」のメッセージを  OK  します 

 

6.    出力確認  の画面が表示されます。請求年月や請求項目を確認します。 

7.  確認後、  出力  をクリックします。 

8.  「請求データを出力します。よろしいですか？」のメッセージを  OK  します 
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9. 請求データ CSVの出力先を選択して  OK  します 

 

10.  「終了しました。」のメッセージが表示されれば完了です。 

   ▼出力された請求データ CSV 

 

11.  作成した過誤請求データの提出方法につきましては、横浜市より提供されている 

「【別紙】新アプリ導入前の過誤再請求マニュアル」をご参照ください。 

 

注意点 出力した過誤請求データ CSVについて 

出力した CSVデータについては開かず、そのまま横浜市へアップロード対応をお願いいたします。 

CSVデータを開くことによって予期せぬデータ変更が起こり、横浜市が受け取れない可能性がございます。 

データ内容を確認する場合は、印刷処理の「請求明細書」等でご確認ください。 

 

 


